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1. はじめに 

 

環境問題や渋滞問題,公共交通の利用者の減少など,モ
ータリゼーションの進行により生じた様々な社会問題解

決のための方策として,モビリティマネジメント(以下

MM)が全国で取り組まれている.MMとは,ひとり一人の

モビリティや個人の組織,地域のモビリティが社会的に

も個人的にも望ましい方向に自発的に変化することを促

す,コミュニケーションを中心とした交通施策を活用し

た持続的な一連の取り組み1)であり,居住者を対象とした

アンケート調査によるコミュニケーションや学校教育を

通じた児童・生徒を対象としたコミュニケーション,職
場における組織を通じた取組みなど,その内容も様々で

ある. 
MMはコミュニケーションによって人々の態度や意識

にはたらきかけるものであり,その効果を保持するため

には,持続的な取組が重要である.そして,継続的にMMの

取組を実施するためには,実施主体となる組織や予算・

人材管理などを含めた総合的なマネジメントを行う必要

がある.そのような総合的なマネジメントについては各

地で取り組まれているところであるが,特に地方都市に

おいては予算や組織運営などの制約から,取組を継続さ

せることが困難であることも少なくないと考えられる. 

国内の諸都市における数多くのMMの取り組みがこれ

までに報告され,個別の都市についてMMの継続性やその

経緯が示されている.しかしながら,複数都市を対象とし

た分析はなく,国内全体での実施の継続状況については

明らかにされていない. 

MMの継続要因についても,個々の取り組み事例を分析

することでその検証がなされてきた.例えば,村尾2)は,企

業等では人事異動により一定程度の通勤者が入れ替わる

ことから,インターネット上での情報提供や情報提供の

時期を工夫することなどがMM施策の継続に有効である

と述べている.また,小川ら3)は,MM施策の継続には,NPOと

の連携や表彰制度などのインセンティブの設置による企

業や市民団体の主体的な参加が重要であると述べている.

しかしながら,複数の都市を対象とした分析はなされて

いない.包括的な分析によりMMの継続状況とその要因が

示されれば,以後のMM施策の効果的な実施に寄与すると

考えられる. 

 なお,複数のMM事例をとりまとめ,包括的に分析した

既往研究として「TFPメタ分析（鈴木ら,2006）4)」があ

る.TFPメタ分析では,2005年時点で収集可能であったTFP

の31事例についての情報を収集・整理し,行動変容指標

を一元化した上でこれまでのTFPの実施状況と効果をと

りまとめ,居住者対象のMMの実務的効果の平均を自動車

利用が約19%削減,公共交通利用約32%増加と報告してい

る.但し,この時点では収集可能であった事例数が31件と

少なかった.このため,実施都市の規模や高齢化の程度な

ど住環境に絞った効果分析などを行なうことが困難であ

った.また,取り組み内容も試験的なものがほとんどであ

ったため,実施主体や予算規模など実務的な情報につい

て得られた知見が少なかったなどの課題も挙げられてい

る.このように,2005年時点では少数かつ限られたMMの

取組の情報しか存在していなかった.しかし,現在では

MMが全国的に注目されており事例数も年々増加してい

る.また,取り組み内容も実践的なものが増えており,母集

団を絞ったMMの分析や実務的な情報の抽出が可能とな

ると考えられる. 

 本研究では以上のような認識に基づき,MMの継続状
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況を把握することを目的として,現在までに国内で実施

されたMM事例を収集・整理し,MMの実施状況を把握す

ることとした.さらに,取りまとめたデータをもとに,国内

の各都市におけるMMの継続状況を収集する. 

そしてその上で,地方都市におけるMMの継続要因に

ついて,各個別事例を分析するのみでなく,複数の事例を

包括的に分析することで,継続事例に共通した要因を検

証することとした. 

 

 

2. 調査 

 

本研究では,1999年から2010年10月末までに報告され

たMMの国内事例を文献調査等により調査した.調査資

料・調査項目について述べる. 

 

(1) 調査資料 

本研究にて,MM 事例の収集に用いた参考資料を以下

に示す. 
・日本モビリティマネジメント会議（JCOMM）プログ

ラム・発表概要集(第 1回~第 5回) 

及び発表時資料（JCOMM HP）5) 

・JCOMM事務局によってメールで配信される MM関連

情報(2008年 9月~2010年 10月) 

・土木学会土木計画学研究・講演集(vol.33~vol.42) 

・ESTメールマガジン一覧(2006年 8月 25日~2010年 11

月 25日発行) 6) 

・国内 TFP 事例の態度・行動変容効果についてのメタ

分析 4) 

・公共交通活性化事例集一覧（HP）7) 

・ESTモデル事業一覧 8) 

・PT調査実施都市一覧 9) 

 

(2) 調査項目 

 前述の調査資料に報告されている国内の MM 事例を

各都市ごとに,以下に示す項目別に収集し,整理した.な

お,MM 実施都市の人口については,総務省（HP）平成 22

年住民基本台帳 10)を参照した. 

調査項目 

・MM実施年 

・MM実施都市（市町村） 

・MM実施都市の人口 

・MM実施主体 

（国,県,市町村,交通事業者,民間企業,NPO・市民団体,交

通協議会,大学・研究機関,その他） 

・MM実施対象 

（居住者,職場,学校） 

・MMの種類 

（居住者MM,職場MM,教育MM,ツール） 

（分類については次節で詳述する） 

・MM実施都市のその他の事業の実施状況 

プレMM 

（調査,実験,キャンペーン,イベント,研究,主体の組織化） 

構造的方略 

（ハード整備,サービス改善,料金施策） 

並行事業 

（活プロ,PT調査,ESTモデル事業） 

（分類については次節で詳述する） 

 

(3) MM・他事業の分類について 

 本研究では,MM の事例収集にあたって各個別事例の

取組内容から MM とその他の事業を区別した.その分類

を表‐1に示す. 

 

表‐1 MM・その他の事業の分類 

居住者MM 居住者を対象としたMM
職場MM 職場を対象としたMM
教育MM 学校教育を対象としたMM
ツール バスマップやICカードなどを活用した取組
調査 現状把握のためのアンケート調査など

実験 環境や交通に関する社会実験

キャンペーン 公共交通利用促進などのキャンペーン

イベント 環境や交通に関するセミナーやシンポジウム

研究 調査や実験による効果の報告など

主体の組織化 MMを促進させるための組織の設立

ハード整備 道路やバス停などの交通環境の整備

サービス改善 コミュニティバスの導入など

料金施策 バスの運賃割引など料金に関する施策

活プロ 公共交通活性化プログラム
PT調査 PT調査・OD調査
ESTモデル事業 ESTモデル都市に選定された都市における取組

MM

並行事業

プレMM

構造的方略

 

 

 本研究では,収集した事例を表‐1のようにMMとその

他の事業に分類し,整理した.また,MMは対象者や内容毎

にさらに4種類に分類した.その他の事業については,MM

実施のきっかけになるようなプレMM,交通インフラなど

を変化させる構造的方略,MM実施時期と同時期に行われ

る並行事業の3種類に分類した. 

 

 

3. 国内MMの実施状況 

 

（1）MM・その他の事業の事例数 

本研究では,２．で述べたとおり,文献等の調査を行い,

国内のMM施策・関連施策の事例を収集した.2010年11月

までに報告されている日本国内におけるMMを実施して

いる都市数は150件で,MMの事例数は479件であった.ま

た,MMの事例の内訳は居住者MMが179件,職場MMが175

件,教育MMが57件,ツールが68件であった.それぞれのMM

事例数の推移を図‐1に示す.MMの事例数はMMが紹介

されて以降着実に増加してきており,居住者MM・教育

MMについては2001年以降現在まで緩やかに実施件数が
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増加している.一方,職場MMの報告件数は2008年を境に急

増している.2008年に国土交通省にてエコ通勤ポータル

サイトが開設され,職場MMが「エコ通勤」として認知が

広まり推進されるようになったことが契機であったと考

えられる.また,MM事例の地方別の事例数推移を図‐2に

示す.図‐2に示す通り,現在ではその取組が全国的に浸透

していることが示された.なお,2010年のMM事例数が少な

くなっている点については,本研究の事例調査の対象が

2010年11月までに報告されていた事例であり,2010年に実

施された取組は報告されていないものが多いためである

と考えられる. 

本研究では,MMが実施された都市で行われた,その他

の事業についても調査している.その事例数の年次推移

を図‐3に示す.その他の事業では,プレMMの事例数が

年々増加してきており,MMのきっかけとなるような取組

を行なうことで,MMが実施されやすくなったと推察され

る. 

 

（2）MM実施主体 

 図‐4にMMの種類別の実施主体を示す.また,各MM種

類別の平均参画主体数を表‐2に示す.この結果から,いず

れの種類のMMでも市町村が主体となることが多いこと,

居住者MMにおいてはMMを実施する際の主体の参画数

が多く,その種類も多様であることが示された. 
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図‐1 MM事例数の推移 
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図‐2 地方別MM事例数の推移 
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図‐3 その他の事業＜プレMM・構造的方略・並行事業＞ 
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図‐4 MM種別実施主体 

 

表‐2 MM種別1事例あたり平均参画主体数 
国（出先含む） 都道府県 市町村 交通事業者 民間企業

居住者MM 0.38 0.37 0.61 0.34 0.10
職場MM 0.21 0.36 0.67 0.13 0.16
教育MM 0.30 0.25 0.75 0.25 0.10
ツール 0.10 0.25 0.35 0.41 0.05

NPO・市民団体 交通　協議会 大学・研究機関 その他 合計
居住者MM 0.27 0.21 0.29 0.06 2.62
職場MM 0.13 0.14 0.16 0.01 1.97
教育MM 0.17 0.13 0.30 0.12 2.37
ツール 0.15 0.10 0.16 0.02 1.58  

 

 

4. 国内MMの継続状況 

 

（1）都市別MM継続年数 

 次に,各都市別にMM事例を集計し,前述したMM4種類

のいずれかが実施された都市の延べ年数を継続年数と定

義した.その集計結果を図‐5に示す.この結果から,継続

年数が1～2年の都市が多く,継続年数が長い都市が少な

いことが確認できる.次に,継続年数の長い都市の特徴に

ついて検証していくこととする. 
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（2）継続性による都市の分類 

本研究では,MMの継続状況を把握するために,各市町

村において最後にMMを実施した年次とMM継続年数を

用いて,各市町村をMM継続都市,非継続都市,その他の

都市に分類した.継続都市を,MMを述べ3年以上実施し

ており,実施最終年が2009年以降である市町村とし,42都

市が該当した.非継続都市は,MMの実施が述べ2年以下

で,実施最終年が2008年以前である市町村とし,65都市が

該当した.以上に述べた継続都市・非継続都市いずれに

も該当しない市町村をその他の都市（80都市）とした. 

 

（3）都市規模による継続性の差異について 

次に,都市人口と継続性の状況についての分析を行っ

た.継続性の定義により分類した都市とその人口を比較

することとした.その際,東京都・大阪府の各市町村につ

いては,MMの実施は人口の規模というよりは都市圏の広

域的な交通環境の影響が大きいと考えられることから,

これを除外した.結果を示したグラフが図‐6である.この

グラフから,人口20万人を境として,人口が少ないと非継

続都市のほうが継続都市より多いものの,人口20万人以

上の都市では継続都市の方が多くなっていることが示さ

れた. 

以上を踏まえて,人呼応20万人以上の都市と人口20万

人以下の都市の継続性を比較した.その結果が図‐7のグ

ラフである.このグラフより,人口20万人以上の49都市で

は継続都市が49％,非継続都市が22％であるのに対し,人

口20万人以下の80都市では継続都市が15％,非継続都市が

40％であり,人口20万人以下の都市では,人口20万人以上

の都市に比べて継続性が大幅に低下することが示された.

先に述べたとおり,特に地方都市においては予算や組織

運営などの制約から,取組の継続が困難となることも少

なくないと考えられる.本研究で得られた結果から,この

傾向は,特に人口が20万人以下の都市で深刻な問題とな

っていると推察される.以上の結果に基づき,人口20万人

以下の地方中小都市におけるMM施策の継続要因につい

て,検証を行うこととする. 
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図‐6 人口別継続都市・非継続都市 
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図‐7 人口別継続/非継続都市割合 

 

 

5. 地方都市におけるMM継続の特徴と継続要因の

分析 

 地方中小都市でのMMの継続状況の特徴と,継続年数に

影響を及ぼす要因について実施したMMの内容,同時期に

並行して実施された各種施策やMMの実施主体に着目し

て探索的に分析を行った.ここで,地方中小都市とは先に

述べたとおり東京都・大阪府を除いた人口20万人以下の

都市である. 

 

（1）地方都市におけるMM継続のパターン 

まず,当該都市で最初に取り組まれたMMの種類を調査

した（表‐3）.その結果,各都市で最初に取り組まれた

MMの種類は継続都市,非継続都市ともに職場MMの事例

数が多かった.次に,地方中小都市のうちのMM継続都市

である12都市について,継続パターンを調査した.その結

果継続都市に確認された3つの継続パターンを,図‐8,9,10

に示す.継続パターンの1つ目は,図‐8に示されるような

職場MMのみを継続している都市であり,この継続パター

ンに該当する都市は4都市であった.継続パターンの2つ

目は,図‐9に示されるように職場MMとともに居住者

MMや教育MMを実施し継続している都市であり,この継

続パターンに該当する都市は6都市であった.最後の継続

パターンは,図‐10に示すような職場MM以外の複数の種

類の取組で継続している都市であり,この継続パターン

に該当する都市は2都市であった.この結果から,継続都市

12都市のうち10都市では職場MMを中心とした継続パタ

ーンであることが確認された.MM継続要因の一つとして

職場MMの実施が重要であると推察される.職場MMの事

例数は非継続都市においても多いことが確認されている

が,他の種類のMMと比較し,一度体制を整えると継続的

な実施がしやすいのではないかと考えられる. 
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表‐3 開始MM内容 
居住者MM 職場MM 教育MM ツール 2種以上 合計

継続都市 2 5 2 1 2 12
非継続都市 8 14 2 7 1 32  
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図‐8 職場MM継続型(A市) 
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図‐9 職場MM＋居住者MM or 教育MM型(B市) 
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図‐10 居住者MM or 教育MM型(C市) 

 

（2）MM取り組み内容がMM継続年数に及ぼす影響 

次に,MMの取組内容がMM継続年数に及ぼす影響を検

証するために,MM継続年数を被説明変数,MM実施期間1

年あたりの居住者MM,職場MM,教育MM,ツールの各事例

数を説明変数とした重回帰分析を行った(表‐4).その結

果,1年あたりの居住者MM事例数と1年あたりの教育MM

事例数が有意に正の係数を示す結果となった.居住者対

象のMMや教育MMに取り組んでいる都市ほどMMの継

続年数が高い傾向を示す結果である.居住者対象のMMや

教育MMは,先述の通り多くの,また多様な主体で実施さ

れる.このため,MM施策運営体制の強化や新たな取り組

みへの展開など,継続的な取り組み実施への推進力とな

るのではないかと推察される.なお,その他の変数につい

ては,有意な効果が見られなかった.この結果は,職場MM

やツールの統計的に有意な効果が確認されなかったとい

うことであるが,前述の通り,MM継続都市の多くでは職

場MMを中心とした継続パターンが確認されており,居住

者MMや教育MMとの組み合わせなどにより,その効果の

程度が変化すると考えられる. 

 

（3）並行事業がMM継続年数に及ぼす影響 

最初に,当該都市で実施される関連事業とMMの継続状

況の関係を検証するため,相関分析を行った(表‐5). 

まず,MM実施前のプレMM,構造的方略,並行事業の事

例数とMM継続年数の相関分析では,有意な係数は得られ

ず,MM実施期間以前における各事業の事例数とMM継続

年数との相関は統計的には有意ではなかった.次に,MM

実施期間中の1年あたり事例数とMM継続年数の相関分

析の結果,MM期間中の公共交通活性化プログラム,PT調

査,ESTモデル事業などの並行事業とMM継続年数の相関

が有意となり,MM実施時期と同時期にこれらの事業が多

く実施されている都市において,MM継続年数が長い傾向

が示された. 

このような事業がいずれも多様な主体が参画して運営

されるものであり,このような事業を積極的・間接的に

活用してMMを実施することで多様な主体による取組の

機会が提供され,MMの継続に必要な経済的基盤の確保と

多様な主体のマネジメントが促進されたのではないかと

推察される. 

 

表‐4 MM継続変数を従属変数とする重回帰分析結果 
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表‐5 期間別＜プレMM・構造的方略・並行事業＞事例数と 

MM継続年数の相関 

 

 
 
6. おわりに 

本研究では,国内で実施されたMM事例を収集・整理し,

現在までのMMの実施状況と継続状況を各都市ごとに把

握した.さらに,収集したMM事例について分析を行

い,MMの継続要因の検証を行った. 

その結果,人口20万人程度を境に,人口が少ない都市で

MMの継続性が低くなる傾向が示された.また,地方中小

都市のMM継続都市での実施状況を整理し,職場MMのみ

を継続している都市,職場MMとともに居住者MMや教育

MMを実施している都市などのMM継続パターンを確認

した.さらに,MM実施時期と同時期に調査やハード整備

などの他の事業の実施や居住者MM,教育MMの実施など

地方中小都市におけるMMの継続要因が示された. 

 地方中小都市では,担当者の異動や財源の確保など個

別名継続要因が多く潜在していると考えられる.インタ

ビュー調査などを個別に行うことにより,このような要

因を探索することが必要であろうと考えられる. 

 今回収集した事例では,地方中小都市のうち,ここ数年

でMMの取り組みを始めた都市が多く,継続都市・非継続

都市のいずれにも分類されない都市が4割強存在した.こ

れらの都市における取組の継続性についても,今後追跡

が必要である. 

 2010年3月末現在,東京都・大阪府以外の道府県には727

市が存在し約9400万人が居住しているが,そのうち本研

究でMMの継続性が低下すると指摘した20万人以下の中

小都市は,637都市（87.6%）,居住者も4500万人あまり

（約48%）にも上る10).このような地方都市でMMを継続

的に実施していくために有効な方途を模索し,支援制度

等の議論を行っていくことが求められる. 
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